運動器リハビリテーションセラピスト

資料作成　2006.9.26

日本盲人会連合　青年協議会　社会対策部長　　濱野　昌幸

Ⅰ運動器リハビリテーションセラピストとは

1施設基準（運動器リハビリテーションⅡ）

　①面積　　　　４５㎡以上

　②器具　　　　歩行補助具、訓練マット、治療台、バーベル、各種測定用器具等 
　③カルテ　　　医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等
　④人員　　　　専任医１名　　ＰＴ・ＯＴ・ＳＴいずれか１名

医師は日本運動器リハビリテーション学会の技能講習会を終了した者が望ましい。

PT1名および運動器リハビリテーションの講習を終了したあん摩マッサージ指圧師等１名以上の併せて２名以上（特例措置：当分の間、日本運動器リハビリテーション学会の技能講習会を終了したあん摩マッサージ指圧師等が、運動器リハビリテーションの経験を有する医師の監督の下に、当該療法を適切に実施できる体制がある場合に限り、運動器リハの施設基準を満たすものとして扱って差し支えない。）
⑤その他　　　多職種によるカンファレンス
2報酬　　あん摩マッサージ指圧師等が、運動器リハビリテーションを行う場合には、運動器リハビリテーション（II）の所定点数（８０点）を算定する。その他、早期歩行やＡＤＬ自立のための訓練を病棟で行った場合には、病棟ＡＤＬ加算（３０点）が単位ごとに算定可能。

算定単位　　１単位は２０分の個別。基本は１日１８単位。

　　　　　上限は１日２４単位、又は１週間１０８単位。
　起算日・算定制限
診療報酬を算定できるのは起算日（発症・手術・急性増悪）より１５０日以内のみ。
　除外疾患
　　　　　　以下の疾患は上記の算定日数制限を除外される。

　　　　　(1)失語症・失認および失行症
(2)高次脳機能障害
(3)重度の頸髄損傷
(4)頭部外傷または多部位外傷
(5)回復期リハ病棟入院料を算定する患者
(6)難病リハビリテーション料に規定する患者
(7)障害児・者リハビリテーションに規定する患者
★　難病リハビリテーション料に規定する患者とは

ベーチェット病、多発性硬化症、重症筋無力症、全身性エリテマトーデス、スモン、

筋萎縮性側索硬化症、強皮症、皮膚筋炎及び多発性筋炎、結節性動脈周囲炎、ビュルガー病、
脊髄小脳変性症、悪性関節リウマチ、アミロイドーシス、後縦靱帯骨化症、ハンチントン病、
モヤモヤ病（ウィリス動脈輪閉塞症）、ウェゲナー肉芽腫症、広範脊柱管狭窄症、
パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺，大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病）、
特発性大腿骨頭壊死症、混合性結合組織病、ギラン・バレー症候群、プリオン病、
多系統萎縮症（線条体黒質変性症，オリーブ橋小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群）、
黄色靱帯骨化症、シェーグレン症候群、成人発症スチル病、関節リウマチ、亜急性硬化性全脳炎
　★　障害児・者リハビリテーションに規定する患者とは
　　ア　脳性麻痺
　　イ　胎生期若しくは乳幼児期に生じた脳又は脊髄の奇形及び障害には、脳形成不全、小頭症、水頭症、
奇形症候症、二分脊椎等が含まれる。
　　ウ　顎・口腔の先天異常
　　エ　先天性の体幹四肢の奇形又は変形には、先天性切断、先天性多発性関節拘縮症等が含まれる。
　　オ　先天性神経代謝異常症、大脳皮質変性症
　　カ　先天性又は進行性の神経疾患には、脊髄小脳変性症、シャルコーマリートゥース病、
進行性筋ジストロフィー症等が含まれる。
　　キ　神経障害による麻痺及び後遺症には、脳梗塞、脳出血、低酸素脳症、頭部外傷、溺水、
脳炎・脳症・髄膜炎、脊髄損傷、脳脊髄腫瘍、
腕神経叢損傷・坐骨神経損傷等回復に長期間を要する神経疾患等が含まれる。
　　ク　言語障害、聴覚障害、認知障害を伴う自閉症等の発達障害には、広汎性発達障害、
注意欠陥多動性障害、学習障害等が含まれる。
3位置づけ

　マッサージ師・柔道整復師・看護師等（準看護師含む）などが病院・診療所においてリハビリテーションを行った場合。これまでは理学療法Ⅳで算定していた施設が多いと思うが、今後は運動器リハビリテーションセラピストとして登録しないと消炎鎮痛処置（３５点）のみの算定となる。施設の収入維持のためには運動器リハビリテーションセラピストが是が非でも必要となる。
4必要条件

1 現在勤務する施設での３ヶ月の実地研修

2 日本運動器リハビリテーション学会の講習会に受講
3 講習会後の２０問のテストに合格（マークシート選択式）
4 日本運動器リハビリテーション学会への名簿登録

5消炎鎮痛処置

　消炎鎮痛処置は器具によるものも、徒手によるものも、減算がなくなり３５点で確定した。しかし、新たに消炎鎮痛処置とは別に「介達牽引」が３５点で復活したが、これは月５回目以降１／２の減算となる。両方を行っている場合は主となるもの一方を算定するとされている。
参考資料

　本文書の作成に当たり厚生労働省の官報のほか、Ｑ＆Ａを参考資料として解釈している。

以下に参考資料として厚生労働省よりの官報の解釈を添付する。


平成18年度診療報酬の概要
リハビリテーションの疾患別体系への見直し

	疾患別施設
リハビリ料(I)
	脳血管疾患等リハビリテーション
	160㎡以上
（STは個別療法室8㎡以上）
	経験ある専任医1名を含み専任医2名
(1)専従PT5名
(2)専従OT3名
(3)専従ST1名
(4)(1)(2)(3)の合計10名以上

	
	
	※言語療法のみを行う場合
専用個別療法室8㎡以上
	専任医1名
(1)専従ST3名

	
	運動器リハビリテーション
	病院：100㎡以上
診療所：45㎡以上
	経験ある専任医1名
(1)専従PT2名
(2)専従OT2名
(3)専従PT・OT各1名
(1)(2)(3)のいずれかを満たす

	
	呼吸器リハビリテーション
	病院：100㎡以上
診療所：45㎡以上
	経験ある専任医1名
(1)経験ある専従PT1名を含みPT2名

	
	心大血管疾患リハビリテーション
	病院：45㎡以上
診療所：30㎡以上
	経験ある専任医1名
(1)経験ある専従PT1名
(2)経験ある専従Nrs1名

	基本施設
リハビリ料(II)
	脳血管疾患等リハビリテーション
	病院：100㎡以上
診療所：45㎡以上
	専任医1名
PT・OT・STのいずれか専従1名以上

	
	運動器リハビリテーション
	45㎡以上
	専任医1名
専従PT・OTのいずれか1名以上

	
	呼吸器リハビリテーション
	45㎡以上
	専任医1名
専従PT1名以上

	
	心大血管疾患リハビリテーション
	45㎡以上
	専任医1名
専従PTもしくは看護師1名以上



リハビリテーション〈通則〉
１.　リハビリテーション医療は、基本動作能力の回復等を目的とする理学療法や、応用的動作能力、社会的適応能力の回復等を目的とされた作業療法、言語聴覚能力の回復等を目的とした言語聴覚療法等の治療法より構成され、いずれも実用的な日常生活における諸活動の実現を目的として行われるものである。

２.　第１節リハビリテーション料に揚げられていないリハビリテーションのうち、簡単なリハビリテーションのリハビリテーション料は、算定できないものであるが、個別に行う特殊なリハビリテーションのリハビリテーション料はそのつど当局に内議し、最も近似するリハビリテーションとして準用が通知された算定方法により算定する。

３.　各区分におけるリハビリテーションの実施に当たっては、全ての患者の機能訓練内容の要点及び実施時刻（開始時刻と終了時刻）の記録を診療録等へ記載すること。 　

４.　リハビリテーションの実施に当たっては、医師が定期的な機能検査等をもとに、その効果判定を行いリハビリテーション実施計画を作成する必要がある。　また、リハビリテーションの開始時及びその後３ヶ月に１回以上（特段の定めのある場合を除く。）患者に対して当該リハビリテーション実施計画を説明し、診療録にその要点を記載（実施計画書の写しを添付）すること。 　

５.　届出施設である保険医療機関関内において、治療、訓練の専門施設外で訓練を実施した場合においても、所定点数により算定できる。 　

６.　心大血管疾患リハビリテーション料、脳血管疾患等リハビリテーション料、運動器リハビリテーション料及び呼吸器リハビリテーション料に揚げるリハビリテーション（以下この部において「疾患別リハビリテーション」という。）の点数は、患者に対して２０分以上の個別療法として訓練を行った場合（以下この部において「１単位」という。）にのみ算定するものであり、訓練時間が１単位に満たない場合は、基本診療料に含まれる。 　

７.　疾患別リハビリテーションは、患者１人につき１日合計６単位（別に厚生労働大臣が定める患者については１日合計９単位）に限り算定できる。 　

８.　疾患別リハビリテーションは、患者の疾患等を総合的に勘案してもっとも適切な区分に該当する疾患別リハビリテーションを算定する。ただし、当該患者が病態の異なる複数の疾患を持つ場合には、必要に応じそれぞれ対象とする疾患別リハビリテーションを算定できる。例えば、疾患別リハビリテーションのいずれかを算定中に、新たな疾患が発症し、新たに他の疾患別リハビリテーションを要する状態になった場合には、新たな疾患の発症日等を持って他の疾患別リハビリテーションの起算日として、各々の算定日数の範囲内でいずれかの疾患別リハビリテーションを算定することができる。この場合においても、１日の算定単位数は前項の規定による。 　

９.　疾患別リハビリテーションを実施する場合は、診療報酬明細書の摘要欄に疾患名及び当該疾患の発症日等につき明記すること。 　

10.　通則5に揚げる加算は、心大血管疾患リハビリテーション料（I）、脳血管疾患等リハビリテーション料（I）、運動器リハビリテーション料（I）及び呼吸器リハビリテーション料（I）を算定する入院中の患者について算定するものとし、下記のとおり取り扱うこととする。　
（1）　当該加算は、訓練室以外の病棟等（屋外を含む。）において、早期歩行自立及び実用的な日常生活における諸活動の自立を目的として、実用歩行訓練・日常生活活動訓練が行われた場合に限り算定できるものであり、訓練により向上させた能力については常に看護師等により日常生活活動に生かされるよう働きかけが行われることが必要である。ただし、平行棒内歩行、基本的動作訓練としての歩行訓練、座位保持訓練等は当該加算の対象としない。　
（2）　当該加算を算定するに当たっては、リハビリテーション開始時及びその後1月に１回以上、医師、理学療法士等が共同してリハビリテーション実施計画書（別紙様式１６－１、別紙様式１６－２、又はこれらに準ずるもの。）を作成し、患者又は家族に説明の上交付するとともにその写しを診療録に添付すること。なお、リハビリテーション総合計画評価料算定患者及び回復期リハビリテーション病棟入院料算定患者については、リハビリテーション総合実施計画書の作成により、リハビリテーション実施計画書の作成に代えることができる。 
（３） 当該加算については、当該保険医療機関以外で当該療法が行われたときには算定できない。 

リハビリテーションに係る評価について 
(1) リハビリテーションの疾患別体系への見直し 
・　理学療法、作業療法及び言語聴覚療法を再編し、新たに4つの疾患別リハビリテーション料を新設する。【下表】 
・　長期にわたり効果が明らかでないリハビリテーションが行われているとの指摘を踏まえ、疾患ごとに算定日数上限を設定する一方、1月に一定単位数以上行った場合の点数の逓減制を廃止する。 
・　集団療法に係る評価を廃止し、個別療法のみに係る評価とするほか、機能訓練室の面積要件については緩和する。 

(2)急性期リハビリテーションの評価 
・　発症後早期については、患者１人・１日当たりの算定単位数の上限を緩和し、患者１人・１日当たり6単位までとする。 

(3) リハビリテーション従事者1人・1日当たりの実施単位数の上限の緩和 
・　リハビリテーション従事者の労働時間について、医療機関ごとの弾力的な運用を可能とする観点から、リハビリテーション従事者1人１日当たり18単位を標準とし、週108単位までとする。 

	　　
	脳血管疾患等リハ
	運動器リハ
	呼吸器リハ
	心大血管疾患リハ

	対象疾患
	脳血管疾患
脳外傷 脳腫瘍
神経筋疾患
脊髄損傷
高次脳機能障害 等 
	上・下肢複合損傷 
上・下肢の外傷・骨折の手術後 
四肢の切断・義肢熱傷瘢痕による関節拘縮 等 
	肺炎・無気肺 
開胸手術後 
肺梗塞 慢性閉塞性肺疾患であって重症後分類II以上の状態の患者　　　等 
	急性心筋梗塞 
狭心症 
開心術後 
慢性心不全で 駆出率４０％以下 
冠動脈バイパス術後 
大血管術後　　等 

	算定日数
	180日
	150日
	90日
	150日

	リハビリテーション料I
	250点
	180点
	180点
	250点

	リハビリテーション料II
	100点
	80点
	100点
	80点


　　算定日数：発症、手術又は急性増悪から起算
○厚生労働大臣が定める患者であって、治療を継続する事により状態の改善が期待できると医学的に判断される場合には算定日数制限を超えて所定点数を算定する事ができる。


(4)　回復期リハビリテーション病棟入院料の見直し 
算定対象となるリハビリテーションを要する状態を拡大するとともに、一律に１８０日を算定上限としている現行の取扱いを改め、リハビリテーションを要する状態ごとに算定上限を設定する中で、当該上限を短縮する。 

	(1) 脳血管疾患、脊髄損傷等の発症後、もしくは手術後2ヶ月以内の状態
（高次脳機能障害を伴った重症脳血管障害重度の頚髄損傷及び頭部外傷を含む多発外傷の場合）
	算定開始後150日
算定開始後１８０日

	(2)大腿骨、骨盤、脊椎、股関節、または膝関節等の骨折又は手術後2ヶ月以内の状態
	算定開始後90日

	(3)外科的手術又は肺炎等の治療時の安静により生じた廃用症候群を有しており、手術後又は発症後２ヶ月以内の状態
	算定開始後９０日

	(4) 大腿骨、骨盤、脊椎、股関節または膝関節の神経・筋・靱帯損傷後1ヶ月以内の状態
	算定開始後60日


(5) 退院後早期の訪問リハビリテーションの評価 
・　入院から在宅における療養への円滑な移行を促す観点から、在宅訪問リハビリテーション指導管理料について、1日当たり530点から1単位当たり300点に改めるとともに、算定上限を週6単位まで（退院後3月以内の患者については、週12単位まで）に緩和する。 

(6)　その他のリハビリテーションに係る評価の見直し 
・ 障害児・者に対するリハビリテーションについて、新たな診療報酬上の評価を行う。 
・ 摂食・嚥下機能障害を行うリハビリテーションの算定上限を緩和する。 

従事者1人・1日当たり実施単位数の上限緩和 
１．基本的考え方 
○現在、個別療法の実施単位数はリハビリテーション従事者１人当たり１日１８単位を、集団療法の実施単位数はリハビリテーション従事者１人当たり１日のべ５４単位を限度とされている。
○リハビリテーション従事者の労働時間について、医療機関ごとの弾力的な運用可能とする観点から、リハビリテーション従事者１人・１日当たりの実施単位数の上限を緩和する。

２．具体的内容 

	現行
	改正案

	リハビリテーション従事者１人・１日当たり１８単位まで
	リハビリテーション従事者１人・１日当たり１８単位を基準とし、週１０８単位まで 
＊１日あたりの単位数は、１８単位を標準とし、２４単位を上限とする。 
＊１週あたりの単位数は、非常勤の従事者については、常勤換算で１人当たりとして計算する。 




回復期リハビリテーション病棟入院料の見直し 

１．基本的考え方 
○回復期リハビリテーション病棟入院料について、更なる普及を図る観点から、算定対象となるリハビリテーションを要する状態を拡大すると共に、一律に１８０日を算定上限としている現行の取り扱いを改め、リハビリテーションを要する状態ごとに算定上限を設定する中で、該当上限を短縮する。

２．具体的内容 
［算定対象となるリハビリテーションを要する状態の拡大］ 

	現行
	改正案

	１．脳血管疾患、脊髄損傷等の発症後３ヶ月以内の状態 
２．大腿骨頚部骨折、下肢又は骨盤等の骨折の発症後３ヶ月以内 
３．外科手術又は肺炎等の治療時に安静により生じた廃用症候群を有しており、手術後又は発症後３ヶ月以内の状態 
４．前三号に準ずる状態 
	１．脳血管疾患、脊髄損傷等の発症又は手術後２ヶ月以内の状態 
２．大腿骨、骨盤、脊椎、股関節又は膝関節の骨折又は手術後２ヶ月以内の状態 
３．外科手術又は肺炎等の治療時に安静により生じた廃用症候群を有しており、手術後又は発症後２ヶ月以内の状態 
４．大腿骨、骨盤、脊椎、股関節又は膝関節の神経、筋、靭帯損傷後１ヶ月以内の状態 
５．前四号に準ずる状態



退院後早期の訪問リハビリテーションの評価 
１．基本的考え方 
○理学療法士等が居宅を訪問して行なうリハビリテーションについて、入院から在宅における療養への円滑な移行を促す観点から、退院後早期の患者に対する評価を引き上げる。 

２．具体的内容 
○在宅訪問リハビリテーション指導管理料について、一日あたりの点数から１単位当たりの点数に改めると共に、退院後早期について算定上限を緩和する。 

	現行
	改正案

	【在宅訪問リハビリテーション指導管理料】（１日につき）５３０点 
・理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、２０分以上、リハビリテーションについて指導した場合 
・週３回まで
	【在宅訪問リハビリテーション指導管理料】 
（１単位につき）３００点 
・理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、２０分以上、訪問によりリハビリテーションを行なった場合 ・週６単位まで 
・退院後３ヶ月以内の患者については、週１２単位まで算定可 


○摂食機能、嚥下機能障害リハビリテーションの算定上限を緩和する。 

	現行
	改正案

	【摂食機能療法】
（１日につき）１８５点 ・月４回まで 
	【摂食機能療法】
（１日につき）１８５点 ・月４回まで 
・治療開始から３ヶ月以内については、毎日算定可





リハビリテーション料（第１節） 　
心大血管疾患リハビリテーション料（Ｈ０００） 
（１）　心大血管疾患リハビリテーション料は、厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方社会保険事務局長に届出を行った保険医療機関において算定するものであり、心機能の回復、当該疾患の再発予防等を図るために、心肺機能の評価による適切な運動処方に基づき運動療法等を個々の症例に応じて行った場合に算定する。なお、関係学会により周知されている「心疾患における運動療法に関するガイドライン」（Ｃｉｒｃｕｌａｔｉｏｎ　Ｊｏｕｒｎａｌ　Ｖｏｌ．66　Ｓｕｐｐｌｅ．Ⅳ，2002：1194）に基づき実施すること。 

（２）　心大血管疾患リハビリテーション料の対象になる患者は、特掲診療料の施設基準等別表第九の四に揚げる対象患者であって、以下のいずれかに該当するものをいい、医師が個別に心大血管疾患リハビリテーションが必要と認めたものであること。　　
ア.　急性発症した心血管疾患又は心大血管疾患の手術後の患者とは、急性心筋梗塞、狭心症、開心術後、大血管疾患（大動脈解離、解離性大動脈瘤、大血管術後）のものをいう。 　　
イ.　慢性心不全、末梢動脈閉鎖性疾患その他の慢性の心大血管の疾患により、一定程度以上の呼吸循環機能の低下及び日常生活能力の低下を来している患者とは、
（イ）　慢性心不全であって、左室駆出率40％以下、最高酸素摂取量が基準値の80％以下又はＢＮＰが８０pg/ml以上の状態のもの　　　
（ロ）　末梢動脈閉塞性疾患であって、間欠性跛行を呈する状態のものをいう 

（３）　心大血管疾患リハビリテーション料の標準的な実施時間は、１回１時間（３単位）程度とするが、入院中の患者以外の患者については、１日当たり１時間（３単位）以上、１週３時間（９単位）を標準とする。 

（４）　心大血管疾患リハビリテーション料は、専任の医師の直接の監視下に実施することとし、専任の医師は定期的な心機能のチェックの下に、運動処方を含むリハビリテーションの実施計画を作成し、診療録に記載すること。この場合、入院中の患者については、当該療法を担当する医師又は理学療法士及び看護師の１人当たりの患者数は、それぞれ1回15人程度、1回5名程度とし、入院中の患者以外の患者については、それぞれ、1回20人程度、1回8名程度とする。 

（５）　心大血管疾患リハビリテーション料（II）の届出保険医療機関において、重症不整脈や運動で誘発される心筋虚血を有する例、左室駆出率40％未満の低心機能例又は慢性心不全例以外の心疾患の患者について当該療法を行う場合には、緊急対応が可能であることを前提にしつつ医師の管理下で行うことも可能である。この場合、看護師と患者が１対１で行った場合に限り算定し、実施単位数は看護師１人につき１日１８単位を標準とし、週１０８単位に限り算定する。ただし、１日２４単位を上限とする。 

（６）　心大血管疾患リハビリテーション料の所定点数には、心大血管疾患リハビリテーション料に付随する心電図検査、負荷心電図検査及び呼吸心拍監視の費用が含まれる。 

（７）　治療の継続により医学的にリハビリテーションが必要な状態として別に厚生労働大臣が定める疾患とは、　　　
ア　失語症、失認及び失行症 　　　
イ　高次脳機能障害 　　　
ウ　重度の頸髄損傷 　　　
エ　頭部外傷及び多部位外傷 　　　
オ　回復期リハビリテーション病棟入院料を算定する患者 　　　
カ　難病患者リハビリテーション料に規定する疾患 　　　
キ　障害児（者）リハビリテーション料に規定する患者である。 

心大血管疾患リハビリテーション（I）施設基準 
１　心大血管疾患リハビリテーション（I）に関する施設基準 
（１）届出保険医療機関(循環器科又は心臓血管外科を標榜するものに限る。以下この項において同じ)において、循環器科又は心臓血管外科の担当医であって、心大血管疾患リハビリテーションの経験を有する専任の常勤医師1名以上が勤務すること。なお、当該療法の実施は緊急事態に備えるため、当該医師の直接の監視下で行なうこと。 

（２）心大血管疾患リハビリテーションの経験を有する専従の常勤理学療法士及び専従の常勤看護師がそれぞれ1名以上勤務している事。ただし、これらの者については回復期リハビリテーション病棟の配置従事者との兼任は出来ない事。 

（３）専用の機能訓練室（少なくとも、病院については45平方メートル以上、診療所については30平方メートル）を設置していること。専用の機能訓練室は、当該療法を実施する時間帯については、他と兼用出来ない。 

（４）専用の機能訓練室には、当該療法を行なうために必要な以下の機器・器具を備えていること。 
ア. 酸素供給装置 
イ. 除細動器 
ウ. 心電図モニター 
エ. ホルター心電図（携帯用心電図記録器） 
オ. トレッドミル又はエルゴメーター 
カ. 血圧計 
キ. 救急カート 
ク. 運動負荷試験装置 

（５）リハビリテーションに関する記録(医師の指示、運動処方、実施時間、訓練内容、担当者等)は患者毎に同一ファイルとして保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

（６）定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されている事。 

（７）届出保険医療機関又は連携する保険医療機関（循環器科又は心臓血管外科を標榜するものに限る。以下この項において同じ。）において、緊急手術や、緊急の血管造影検査を行なう事ができる体制が確保されている事。 

（８）届出保険医療機関又は連携する保険医療機関において、特定集中治療室管理料又は救命救急入院料の届出がされており、当該治療室が心大血管疾患リハビリテーションの実施上生じた患者の緊急事態に使用できること。 

２　届出に関する事項
・ 心大血管疾患リハビリテーションの施設基準に係る届出は、別添２の様式37を用いること。 
・ 当該治療に従事する医師及び理学療法士又は看護師の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）及び勤務時間について別添２の様式４を用いて提出すること。 

・ 当該治療が行なわれる専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付すること。

心大血管疾患リハビリテーション（II）施設基準 
１　心大血管疾患リハビリテーション（II）に関する施設基準 
（１）届出保険医療機関(循環器科又は心臓血管外科を標榜するものに限る。以下この項において同じ)において、循環器科又は心臓血管外科を担当する常勤医師1名以上が勤務すること。なお、緊急事態に備えるため、当該療法は、専任の医師の直接の監視下で行なわれることを原則とするが、症状が安定していると医師が診断した心疾患の患者に対して行なう場合は、医師の直接の監視下でなくとも良い。 

（２）心大血管疾患リハビリテーションの経験を有する専従の常勤理学療法士又は常勤看護師のいずれか1名以上が勤務している事。ただし、専従者については回復期リハビリテーション病棟の配置従事者と兼任は出来ない事。 

（３）専用の機能訓練室（少なくとも、病院については45平方メートル以上、診療所については30平方メートル以上）を設置していること。専用の機能訓練室は、当該療法を実施する時間帯については、他と兼用が出来ない。 

（４）専用の機能訓練室には、当該療法を行なうために必要な以下の器機・器具を備えていること。 
ア. 酸素供給装置 
イ. 除細動器 
ウ. 心電図モニター装置（携帯用心電図記録器） 
エ. ホルター心電図 
オ. トレッドミル又はエルゴメーター 
カ. 血圧計 
キ. 救急カート 
ク. 運動負荷試験装置 

（５）リハビリテーションに関する記録(医師の指示、運動処方、実施時間、訓練内容、担当者等)は患者毎に同一ファイルとして保管され、常に医師従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

（６）定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されている事。 

（７）届出保険医療機関又は連携する保険医療機関（循環器科又は心臓血管外科を標榜するものに限る。以下この項において同じ）において、緊急手術や、緊急の血管造影検査を行なう事ができる体制が確保されている事。 

（８）届出保険医療機関又は連携する保険医療機関において、特定集中治療室管理料又は救命救急入院料の届出がされており、当該治療室が心大血管疾患リハビリテーションの実施上生じた患者の緊急事態に使用できること。 

２　届出に関する事項 
（１）心大血管疾患リハビリテーションの施設基準に係る届出は、別添○の様式○を用いること。 

（２）当該治療に従事する医師及び理学療法士又は看護師の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）及び勤務時間について別添○の様式○を用いて提出すること。 

（３）専用の機能訓練室の配置図及び平面図を添付すること。 　

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ｈ００１） 
（１）　脳血管疾患等リハビリテーション料は、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方社会保険事務局長に届出を行った保険医療機関において算定するものであり、基本的動作能力の回復等を通して、実用的な日常生活における諸活動の自立を図るために、種々の運動療法、実用歩行訓練、日常生活活動訓練、物理療法等を組み合わせて個々の症例に応じて行った場合又は言語聴覚機能に障害を持つ患者に対して言語機能若しくは聴覚機能に係る訓練を行った場合に算定する。なお、物理療法のみを行った場合には処置料の項により算定する。 

（２）　脳血管疾患等リハビリテーション料の対象となる患者は、特掲診療料の施設基準等別表第九の五に揚げる対象患者であって、以下のいずれかに該当するものをいい、医師が脳血管疾患等リハビリテーションが必要と認めるものである。 
ア　急性発症した脳血管疾患又はその手術後の患者とは、脳梗塞、脳出血、くも膜下出血、脳外傷、脳炎、急性脳症（低酸素脳症等）、髄膜炎等のものをいう。
イ　急性発症した中枢神経疾患又はその手術後の患者とは、脳膿瘍、脊髄損傷、脊髄腫瘍、脳腫瘍摘出術などの、開頭術後、てんかん重積発作等のものをいう。
ウ　神経疾患とは、多発性神経炎（ギランバレー症候群等）、多発性硬化症、末梢神経障害（顔面神経麻痺等）等をいう。　　　
エ　慢性の神経疾患とは、パーキンソン病、脊髄小脳変性症、運動ニューロン疾患（筋萎縮性側索硬化症）、遺伝性運動感覚ニューロパチー、末梢神経障害、皮膚筋炎、多発性筋炎等をいう。　　　
オ　失語症、失認及び失行症、高次脳機能障害の患者　 　　　
カ　難聴や人工内耳埋込手術等に伴う聴覚・言語機能の障害を有する患者とは、喉頭摘出術後の言語障害、聴覚障害、言語聴覚障害、構音障害、言語障害を伴う発達障害等のものをいう。　　　
キ　リハビリテーションを要する状態であって、一定程度以上の基本動作能力、応用動作能力、言語聴覚能力の低下及び日常生活能力の低下を来している患者、外科手術又は肺炎等の治療時の安静による廃用症候群、脳性麻痺等に伴う先天性の発達障害等の患者であって、治療開始時の機能的自立度評価法（Functional　Independence　Measure、以下この項において「ＦＩＭ」という。）１１５以下、基本的日常生活活動度（Barthel　Index、以下この項において「ＢＩ」という。）８５以下の状態等のものをいう。 

（３）　脳血管疾患等リハビリテーションの所定点数には、徒手筋力検査及びその他のリハビリテーションに付随する諸検査が含まれる。 

（４）　急性増悪とは脳血管疾患等リハビリテーション料の対象となる疾患の増悪等により、１週間以内にＦＩＭ得点またはＢＩが１０以上低下するような状態等に該当する場合を言う。 

（５）　脳血管疾患等リハビリテーション料は、医師の指導監督の下、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の監視下に行われたものについて算定する。また専任の医師が、直接訓練を実施した場合にあっても、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が実施した場合と同様に算定できる。 

（６）　脳血管疾患等リハビリテーション料は、１人の従事者が１人の患者に対して重点的に個別的訓練を行う必要があると認められる場合であって、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と患者が１対１で行った場合算定し、実施単位数は従事者１人につき１日１８単位を標準とし、週１０８単位に限り算定する。ただし、１日２４単位を上限とする。 

（７）　脳血管疾患等リハビリテーション料（II）の届出を行った保険医療機関（専従する常勤の理学療法士が２名以上勤務しているものに限る。）において、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士以外に運動療法機能訓練技能講習会を受講し、あん摩マッサージ指圧師等の従事者が訓練を行った場合については、当該療法を実施するに当たり、医師又は理学療法士が事前に指示を行い、かつ事後に当該療法に係る報告を受ける場合であって、（１）から（６）までのいずれにも該当する場合に限り、脳血管疾患等リハビリテーション料（II）の所定点数（１００点）を算定できる。 

（８）　治療の継続により医学的にリハビリテーションが必要な状態として別に厚生労働大臣が定める疾患とは、　　　
ア　失語症、失認及び失行症 　　　
イ　高次脳機能障害 　　　
ウ　重度の頸髄損傷 　　　
エ　頭部外傷及び多部位外傷 　　　
オ　回復期リハビリテーション病棟入院料を算定する患者 　　　
カ　難病患者リハビリテーション料に規定する疾患 　　　
キ　障害児（者）リハビリテーション料に規定する患者である。 

脳血管疾患等リハビリテーション料（I）施設基準 
1　脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）に関する施設基準 
（１）当該保険医療機関において、専任の常勤医師が2名以上勤務している事、ただし、そのうち1名は、脳血管疾患などリハビリテーションの経験を有する者である事。 
（２）次の(1)から(4)までをすべて満たしている事。 
　(1) 専従の常勤理学療法士が5名以上勤務していること。ただし、回復期リハビリテーション病棟における常勤理学療法士との兼任は出来ないが、運動器リハビリテーション料（I）又は（II）、呼吸器リハビリテーション料（I）又は（II）及び障害児（者）リハビリテーション料における常勤理学療法士とは兼務可能である事。 
　(2) 専従の常勤作業療法士が3名以上勤務していること。ただし、回復期リハビリテーション病棟における常勤作業療法士との兼任は出来ないが、運動器リハビリテーション料（I）又は（II）、呼吸器リハビリテーション料（I）又は（II）及び障害児（者）リハビリテーション料における常勤作業療法士とは兼務可能である事。 
　(3) 言語聴覚療法を行なう場合は、専従の常勤言語聴覚療法士が1名以上勤務している事。 
　(4) (1)から(3)までの従事者が併せて10名以上勤務する事 

（３）治療・訓練を十分実施し得る専用の施設(少なくとも、160平方メートル以上)を有していること。ただし、言語聴覚療法を行なう場合は、遮蔽等に配慮した専用の個別療法室(8平方メ-トル以上)を別に有している事。 

(４）当該療法を行なうために必要な施設及び器械・器具として、以下のものを具備していること。歩行補助具、訓練マット、治療台、バーベル、各種測定用器具(角度計、握力計等)、血圧計、平行棒、傾斜台、姿勢矯正用鏡、各種車椅子、各種歩行補助具、各種装具（長・短下肢装具等）、家事用設備、各種日常生活動作用設備　等 

（５）言語聴覚療法のみを実施する場合は、上記の基準にかかわらず、以下の(1)から(4)までの基準を全て満たせば、脳血管疾患等リハビリテーション（I）を満たすものとする。 
　(1)　専任の常勤医師が1名以上勤務する事 
　(2)　専従の常勤言語聴覚士が3名以上勤務する事 
　(3)　遮蔽等に配慮した専用の個別療法室(8平方メ-トル以上)を有している事。
　(4)　言語聴覚療法に必要な、聴力検査機器などの機械・器具を配置していること。 

（６）リハビリテーションに関する記録(医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等)は患者毎に同一ファイルとして保管され、常に医師従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

（７）定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されていること。 

２　届出に関する事項 
（１）脳血管疾患等リハビリテーションの施設基準に係る届出は、別添２の様式38を用いること。 

（２）総合リハビリテーション施設とは、理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士が常勤で従事しており、理学療法、作業療法及び言語聴覚療法のいずれも適切に実施できる体制を整えている施設をいう。 

（３）当該治療に従事する医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、その他の従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）及び勤務時間を別添○の様式○を用いて提出すること。なお、その他の従事者が脳血管疾患等リハビリテーションの経験を有する者である場合はその旨を備考欄に記載すること。 

（4）当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。 

脳血管疾患等リハビリテーション料（II）施設基準 
１　脳血管疾患等リハビリテーション料（II）に関する施設基準 
（１）専任の常勤医師が1名以上勤務すること。 

（２）理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士いずれか1名以上が専従の常勤職員として、勤務していること。ただし、回復期リハビリテーション病棟における従事者との兼任は出来ないが、運動器リハビリテーション料（I）又は（II）、呼吸器リハビリテーション料（I）又は（II）及び障害児（者）リハビリテーション料における常勤理学療法士とは兼務可能である事。 

（３）治療・訓練を十分実施し得る専用の施設(少なくとも、病院については100平方メートル以上、診療所については45平方メートル以上)を有していること。 ただし、言語聴覚療法を行なう場合は、遮蔽等に配慮した専用の個室療法室（8平方メートル以上）1室以上を別に有していることとし、言語聴覚療法のみを行なう場合は、当該個別療法室があれば前段に規定する専用の施設は要しない。

（４）当該療法を行なうために必要な施設及び器機・器具として、以下のものを具備していること。歩行補助具、訓練マット、治療台、バーベル、各種測定用器具等。ただし、言語聴覚療法を行なう場合は、聴力検査機器、音声録音再生装置、ビデオ録画システム等を有すること。

（５）リハビリテーションに関する記録(医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等)は患者毎に同一ファイルとして保管され、常に医師従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

（６）定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されていること。 

２　届出に関する事項 
（１）脳血管疾患等リハビリテーションの施設基準に係る届出は、別添２の様式38を用いること。 

（２）当該治療に従事する医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、その他の従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）及び勤務時間を別添２の様式４を用いて提出すること。なお、その他の従事者が脳血管疾患等リハビリテーションの経験を有する者である場合はその旨を備考欄に記載すること。 

（３）当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。 　

運動器リハビリテーション料（H００２） 
（１）運動器リハビリテーション料は別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方社会保険事務局長に届出を行った保険医療機関において算定するものであり、基本的動作能力の回復等を通して、実用的な日常生活における諸活動の自立を図るために、種々の運動療法、実用歩行訓練、日常生活活動訓練、物理療法、応用的動作能力、社会的適応能力の回復等を目的とした作業療法等を組み合わせて個々の症例に応じて行った場合に算定する。なお、物理療法のみを行った場合には処置料の項により算定する。 

（２）運動器リハビリテーション料の対象となる患者は特掲診療料の施設基準等別表第九の六に揚げる対象患者であって、以下のいずれかに該当するものをいい、医師が個別に運動器リハビリテーションが必要と認めるものである。　　　
ア　急性発症した運動器疾患又はその手術後の患者とは、上・下肢の複合損傷（骨、筋・腱・靭帯、神経、血管のうち３種類以上の複合損傷）、脊椎損傷による四肢麻痺（１肢以上）、体幹・上・下肢の外傷・骨折、切断・離断（義肢）、運動器の悪性腫瘍等のものをいう。 
イ　慢性の運動器疾患により、一定程度以上の運動機能の低下及び日常生活能力の低下を来している患者とは、関節の変性疾患、関節の炎症性疾患、熱傷瘢痕による関節拘縮、運動器不安定症等のものをいう。 

（３）　運動器リハビリテーション料の所定点数には、徒手筋力検査及びその他のリハビリテーションに付随する諸検査が含まれる。 

（４）　運動器リハビリテーション料は、医師の指導監督の下、理学療法士または作業療法士の監視の下により行われたものについて算定する。また専任の医師が、直接訓練を実施した場合にあっても、理学療法士又は作業療法士が実施した場合と同様に算定できる。 

（５）　運動器リハビリテーションは、１人の従事者が１人の患者に対して重点的に個別的訓練を行う必要があると認められる場合であって、理学療法士又は作業療法士と患者が１対１で行った場合に算定し、実施単位数は従事者１人につき１日１８単位を標準とし、週１０８単位までとする。ただし、１日２４単位を上限とする。 

（６）　運動器リハビリテーション料（II）の届出を行った保険医療機関（専従の常勤の理学療法士が勤務しているものに限る。）において、理学療法士及び作業療法士以外に運動療法機能訓練技能講習会を受講しあん摩マッサージ指圧師等の従事者が訓練を行った場合については、当該療法を実施するに当たり、医師又は理学療法士が事前に指示を行い、かつ事後に当該療法に係る報告を受ける場合であって（１）から（５）までのいずれにも該当する場合に限り、運動器リハビリテーション料（II）の所定点数（８０点）を算定できる。 

（７）　運動器リハビリテーション料（I）の届出を行った保険医療機関において、理学療法士及び作業療法士以外に、適切な運動器リハビリテーションに係る研修を終了したあん摩マッサージ指圧師等の従事者が訓練を行った場合については、当該療法を実施するに当たり、医師又は理学療法士が事前に指示を行い、かつ事後に当該療法に係る報告を受ける場合であって、（１）から（５）までのいずれにも該当する場合に限り、運動器リハビリテーション料（II）の所定点数（８０点）を算定できる。 

（８）　治療の継続により医学的にリハビリテーションが必要な状態として別に厚生労働大臣が定める疾患とは、　　　
ア　失語症、失認及び失行症 　　　
イ　高次脳機能障害 　　　
ウ　重度の頸髄損傷 　　　
エ　頭部外傷及び多部位外傷 　　　
オ　回復期リハビリテーション病棟入院料を算定する患者 　　　
カ　難病患者リハビリテーション料に規定する疾患 
キ　障害児（者）リハビリテーション料に規定する患者である。 

運動器リハビリテーション料（I）施設基準 
１　運動器リハビリテーション料（I）に関する施設基準 
（１）運動器リハビリテーションの経験を有する専任の常勤医師が1名以上勤務している事。なお、運動器リハビリテーションの経験を有する医師とは、運動器リハビリテーションの経験を3年以上有する医師又は適切な運動器リハビリテーションに係る研修を終了した医師である事が望ましい。 

（２）次の(1)から(3)までのいずれかを満たしている事。 ただし、(1)から(3)までのいずれの場合にも、回復期リハビリテーション病棟における常勤理学療法士又は常勤作業療法士との兼任ではないが、脳血管疾患リハビリテーション料（I）又は（II）、呼吸器リハビリテーション料（I）又は（II）及び障害児（者）リハビリテーション料における常勤理学療法士とは兼務可能である事。 
　(1)専従の常勤理学療法士が2名以上勤務していること。 
　(2)専従の常勤作業療法士が2名以上勤務すること。 
　(3)常勤理学療法士及び作業療法士が併せて２名以上専従の常勤職員として配置すること。 
　なお、当分の間、適切な運動器リハビリテーションに係る研修を終了したあんまマッサージ指圧師等が、専従の常勤職員として勤務している場合であって、運動器リハビリテーションの経験を有する医師の監督下に当該療法を実施する体制が確保されている場合に限り、理学療法士が勤務しているとみなす。ただし、当該あんまマッサージ指圧師等は、呼吸器リハビリテーション料（II）等との兼任はできないこと。

（３）治療・訓練を十分実施し得る専用の施設(少なくとも、病院については100平方メートル以上、診療所については45平方メートル以上)を有していること。 

（４）治療・訓練を行なうための以下の器具等を配置していること。 各種測定用器具(角度計、握力計等)、血圧計、平行棒、姿勢矯正用鏡、各種車椅子、各種歩行補助具等 

（５）リハビリテーションに関する記録(医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等)は患者毎に同一ファイルとして保管され、常に医師従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

（６）定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されている事。 

２　届出に関する事項 
（１）運動器リハビリテーションの施設基準に係る届出は、別添２の様式38を用いること。 

（２）当該治療に従事する医師、理学療法士、作業療法士、その他の従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）及び勤務時間を別添２の様式４を用いて提出すること。なお、その他の従事者が理学療法の経験を有する者である場合はその旨を備考欄に記載すること。 

（３）当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。 

運動器リハビリテーション料（II）施設基準 
１　運動器リハビリテーション料（II）に関する施設基準 
（１）専任の常勤医師が1名以上勤務していること。 

（２）理学療法士又は作業療法士がいずれか1名以上専従の常勤職員として勤務すること。ただし、回復期リハビリテーション病棟における常勤従事者との兼任は出来ないが、脳血管疾患等リハビリテーション料（I）又は（II）、呼吸器リハビリテーション料（I）又は（II）及び障害児（者）リハビリテーション料における常勤理学療法士とは兼務可能である事。

（３）治療・訓練を十分実施し得る専用の施設(少なくとも、45平方メートル以上)を有していること。 

（４）治療・訓練を行なうための以下の器具等を設置していること。 歩行補助具、訓練マット、治療台、バーベル、各種測定用器具等 

（５）リハビリテーションに関する記録(医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等)は患者毎に同一ファイルとして保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

（６）定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されていること。 

２　届出に関する事項 
（１）運動器リハビリテーションの施設基準に係る届出は、別添２の様式38を用いること。 

（２）当該治療に従事する医師、理学療法士、作業療法士、その他の従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）及び勤務時間を別添２の様式４を用いて提出すること。なお、その他の従事者が理学療法の経験を有する者である場合はその旨を備考欄に記載すること。 

（３）当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。 　

呼吸器リハビリテーション料（H００３） 
（１）　呼吸器リハビリテーション料は別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方社会保険事務局長に届出を行った保険医療機関において算定するものであり、呼吸訓練や種々の運動療法等を組み合わせて個々の症例に応じて行った場合に算定する。 

（２）　呼吸器リハビリテーションの対象となる患者は、特掲診療料の施設基準等別表第九の七に揚げる対象患者であって、以下のいずれかに該当するものをいい、医師が個別に呼吸器リハビリテーションが必要と認めるものである。　　
ア　急性発症した呼吸器疾患の患者とは、肺炎、無気肺等のものをいう。 　　
イ　呼吸器疾患又はその手術後の患者とは胸部外傷、肺梗塞、肺移植手術、慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）、に対するＬＶＲＳ(Lung　volume　reduction　surgery)、肺癌、食道癌、胃癌、肝臓癌、咽・喉頭癌の手術後等のものをいう。　　
ウ　慢性の呼吸器疾患により、一定程度以上の重症の呼吸困難や日常生活能力の低下を来している患者とは、慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）気管支喘息、気管支拡張症、間質性肺炎、塵肺、びまん性汎気管支炎（ＤＰＢ）、神経筋疾患で呼吸不全を伴う患者、気管切開下の患者、人工呼吸管理下の患者、肺結核後遺症等のものであって、次の（イ）～（ハ）のいずれかに該当する状態であるものをいう。
　（イ）　Medical　Research　Council　Scaleで２以上の呼吸困難を有する状態
　（ロ）　慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）で日本呼吸器学会の重症度分類II以上の状態 
　（ハ）　呼吸障害による歩行機能低下や日常生活活動度の低下により日常生活に支障を来す状態 

（３）　呼吸器リハビリテーション料の所定点数には、呼吸機能検査、経皮的動脈血酸素飽和度測定及びその他のリハビリテーションに付随する諸検査が含まれる。また、呼吸機能訓練と同時に行った酸素吸入の費用も所定点数に含まれる。 

（４）　呼吸器リハビリテーション料は、医師の指導監督の下で行われるものであり、理学療法士の監視下により行われたものについて算定する。また、専任の医師が、直接訓練を実施した場合にあっても、理学療法士が実施した場合と同様に算定できる。 

（５）　呼吸器リハビリテーション料は、１人の従事者が１人の患者に対して重点的に個別的訓練を行う必要があると認められる場合であって、理学療法士と患者が１対１で行った場合算定し、実施単位数は従事者１人につき１日１８単位を標準とし、週１０８単位に限り算定する。ただし、１日１８単位を標準とするが、１日２４単位を上限とする。 

（６）　治療の継続により医学的にリハビリテーションが必要な状態として別に厚生労働大臣が定める疾患とは、　　　
ア　失語症、失認及び失行症 　　　
イ　高次脳機能障害 　　　
ウ　重度の頸髄損傷 　　　
エ　頭部外傷及び多部位外傷 　　　
オ　回復期リハビリテーション病棟入院料を算定する患者 　　　
カ　難病患者リハビリテーション料に規定する疾患 　　　
キ　障害児（者）リハビリテーション料に規定する患者である。 

呼吸器リハビリテーション料（I）施設基準 
1　呼吸器リハビリテーション料（I）に関する施設基準 
（１）呼吸器リハビリテーションの経験を有する専任の常勤医師が1名以上勤務している事。 

（２）呼吸器リハビリテーションの経験を有する専従の常勤理学療法士1名を含む常勤の理学療法士が2名以上勤務している事。ただし、専従の常勤理学療法士１名については回復期リハビリテーションにおける常勤理学療法士との兼任は出来ないが、運動器リハビリテーション料（I）又は（II）、脳血管疾患リハビリテーション料（I）又は（II）及び障害児（者）リハビリテーション料における常勤理学療法士とは兼務可能である事。 

（３）治療・訓練を十分実施し得る専用の施設(少なくとも、病院については100平方メートル以上、診療所については45平方メートル以上)を有していること。 

（４）治療・訓練を行なうための以下の各種計測用器具等を設置していること。呼吸機能検査機器、血腋ガス検査機器等 

（５）リハビリテーションに関する記録(医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等)は患者毎に同一ファイルとして保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

（６）定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されている事。 

２　届出に関する事項 
（１）呼吸器リハビリテーションの施設基準に係る届出は、別添２の様式38を用いること。 

（２）当該治療に従事する医師、理学療法士、その他の従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）及び勤務時間を別添２の様式４を用いて提出すること。なお、その他の従事者が理学療法の経験を有する者である場合はその旨を備考欄に記載すること。 

（３）当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。

呼吸器リハビリテーション料（II）施設基準 
１　呼吸器リハビリテーション料（II）に関する施設基準 
（１）専任の常勤医師が1名以上勤務している事。 

（２）専従の理学療法士が１名以上常勤職員として勤務すること。ただし、回復期リハビリテーション病棟における常勤従事者との兼任は出来ないが、脳血管疾患等リハビリテーション料（I）又は（II）、運動器リハビリテーション料（I）又は（II）及び障害児（者）リハビリテーション料における常勤理学療法士とは兼務可能である事。 

（３）治療・訓練を十分実施し得る専用の施設(少なくとも、45平方メートル以上)を有していること。 

（４）治療・訓練を行なうための以下の器具等を設置していること。 呼吸機能検査機器、血腋ガス検査機器等 

（５）リハビリテーションに関する記録(医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等)は患者毎に同一ファイルとして保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

（６）定期的に担当の多職種が参加するカンファレンスが開催されている事。 

２　届出に関する事項 
（１）呼吸器リハビリテーションの施設基準に係る届出は、別添２の様式38を用いること。 

（２）当該治療に従事する医師、理学療法士、その他の従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）及び勤務時間を別添２の様式４を用いて提出すること。なお、その他の従事者が理学療法の経験を有する者である場合はその旨を備考欄に記載すること。 

（３）当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。 　

リハビリテーション総合計画評価料480点(H003-2) 
（１）　施設基準(I)において医師,看護師,PT,OT等が共同でリハ計画を策定し、リハビリテーション総合　　実施計画書を作成してその内容を患者に説明の上交付、写しをドクターカルテに添付した場合、入院(外来は初診，但し外来移行や逆に入院へ移行した場合はそのまま)の初,2,3,6月に各1回、480点を算定。老人も同じ。 

（２）老人リハビリテーション計画評価料は廃止。 

ADL加算
入院中の患者に対し、病棟等において早期歩行,ADLの自立等を目的とした心大血管疾患リハビリテーション料（I）、脳血管疾患等リハビリテーション料（I）、運動器リハビリテーション料（I）又は呼吸器リハビリテーション料（I）を算定すべきリハビリテーションを行った場合は、ADL加算として1単位につき30点を所定点数に加算するものとする。 

リハビリテーション＜通則＞再掲載 
５.　届出施設である保険医療機関関内において、治療、訓練の専門施設外で訓練を実施した場合においても、所定点数により算定できる。 

10.　心大血管疾患リハビリテーション料（I）、脳血管疾患等リハビリテーション料（I）、運動器リハビリテーション料（I）及び呼吸器リハビリテーション料（I）を算定する入院中の患者について算定するものとし、下記のとおり取り扱うこととする。　 
（1）　当該加算は、訓練室以外の病棟等（屋外を含む。）において、早期歩行自立及び実用的な日常生活における諸活動の自立を目的として、実用歩行訓練・日常生活活動訓練が行われた場合に限り算定できるものであり、訓練により向上させた能力については常に看護師等により日常生活活動に生かされるよう働きかけが行われることが必要である。ただし、平行棒内歩行、基本的動作訓練としての歩行訓練、座位保持訓練等は当該加算の対象としない。　 
（2）　当該加算を算定するに当たっては、リハビリテーション開始時及びその後1月に１回以上、医師、理学療法士等が共同してリハビリテーション実施計画書（別紙様式１６－１、別紙様式１６－２、又はこれらに準ずるもの。）を作成し、患者又は家族に説明の上交付するとともにその写しを診療録に添付すること。なお、リハビリテーション総合計画評価料算定患者及び回復期リハビリテーション病棟入院料算定患者については、リハビリテーション総合実施計画書の作成により、リハビリテーション実施計画書の作成に代えることができる。 
（３） 当該加算については、当該保険医療機関以外で当該療法が行われたときには算定できない。 

摂食機能療法（H００４） 
（１）　摂食機能療法は、摂食機能障害を有する患者に対して、個々の症状に対応した診療計画書に基づき、１回につき３０分以上訓練指導を行った場合に限り算定する。なお、摂食機能障害者とは、発達遅延、顎切除及び舌切除の手術又は脳血管疾患等による後遺症により摂食機能に障害があるものをいう。 

（２）　治療開始日とは、ある疾患により、摂食機能障害を来した患者に対し、摂食機能療法を開始した日とする。 

（３）　摂食機能療法の実施に当たっては、医師の定期的な摂食機能検査のもとに、その効果判定を行い、実施計画を作成する必要がある。なお、摂食機能療法を実施する場合は、訓練内容及び治療開始日を診察録に記載する。 

（４）　治療開始日から３月以内に実施した摂食機能療法を算定する場合は、診療報酬明細書の摘要欄に治療開始日を記載すること。 

（５）　医師又は歯科医師の指示の下に言語聴覚士又は看護師等が行う嚥下訓練は、摂食機能療法として算定できる。 　

難病患者リハビリテーション料（Ｈ００６） 
（１）　難病患者リハビリテーション料は、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方社会保険事務局長に届出を行った保険医療機関において難病患者の社会生活機能の回復を目的として難病患者リハビリテーションを行った場合に、実施される内容の種類にかかわらず１日につき１回のみ算定する。 

（２）　難病患者リハビリテーション料の算定対象は、入院中の患者以外の難病患者であって、要介護者（食事又はトイレに介助が必要な者）及び準要介護者（移動又は入浴に介助が必要な者）であり、医師がリハビリテーションが必要と認めたものであること。 

（３）　難病患者リハビリテーションは、個々の患者に応じたプログラムに従ってグループごとに治療するものであるが、この実施に当たっては、患者の症状等に応じたプログラムの作成、効果の判定等に万全を期すること。なお、実施時間は患者１人当たり１日につき６時間を標準とする。 

（４）　難病患者リハビリテーション料を算定している患者に対して、同一日に行うほかのリハビリテーションは所定点数に含まれるものとする。 

（５）　加算の対象となる食事の提供は、あくまで医療上の目的を達成するための手段であり、治療の一環として行われるものに限られる。なお、食事の提供の実施に当たっては、当該保険医療機関内で調理した食事を提供するとともに、関係帳簿を整備する。 

難病患者リハビリテーション料施設基準 
１　難病患者リハビリテーションに関する施設基準 
（１）専任の常勤医師が勤務していること。 

（２） 専従する２人以上の従事者（理学療法士または作業療法士が１人以上でありかつ、看護士が１人以上）が勤務していること。ただし、回復期リハビリテーション病棟における常勤理学療法士又は作業療法士との兼任でないこと。 

（３） 取り扱う患者数は、従事者１人につき１日２０人を限度とする。 

（４） 難病患者リハビリテーションを行うにふさわしい専用の施設を有しており、当該施設の広さは６０平方メートル以上としかつ、患者１人当たりの面積は4.0平方メートルを基準とする。なお、専用の施設には機能訓練室を充てて差し支えない。 

（５） 当該訓練を行うために必要な専用の器機・器具として以下のものを具備していること。訓練マットとその付属品、姿勢矯正用鏡、車椅子、各種杖、各種測定用器具（角度計、握力計等） 

２　届出に関する事項 
（１） 難病患者リハビリテーションの施設基準に係る届出は、別添2の様式38を用いること。 

（２）当該治療に従事する医師、理学療法士、作業療法士その他の従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）及び勤務時間を別添２の様式８を用いて提出すること。なお、その他の従事者が理学療法の経験を有するものである場合はその旨を備考欄に記載すること。当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。 
別表第十　難病患者リハビリテーション料に規定する疾患 　　
　　 ベーチェット病 　　
　　 多発性硬化症 　　
　　 重症筋無力症 　　
　　 全身性エリテマトーデス 　　
　　 スモン
　　筋萎縮性側索硬化症
　　強皮症、皮膚筋炎及び多発性筋炎
　　結節性動脈周囲炎
　　ビュルガー病
　　脊髄小脳変性症
　　悪性関節リウマチ
　　パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症、パーキンソン症）
　　アミロイドーシス
　　後縦靭帯骨化症
　　ハンチントン病
　　モヤモヤ病（ウィリス動脈輪閉塞症）
　　ウェゲナー肉芽腫症
　　多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症、シャイ・ドレガー症候群）
　　広範脊柱管狭窄症
　　突発性大骨頭壊死
　　混合性結合組織病
　　プリオン病
　　ギラン・バレー症候群

障害児（者）リハビリテーション料（Ｈ００７） 
（１）　障害児（者）リハビリテーション料は、別に厚生労働大臣が定める障害児（者）リハビリテーションの施設基準に適合しているものとして地方社会保険事務局長に届出を行った保険医療機関において児童福祉法（昭和２２年法律１６４号）第４３条の３及び第４３の４に規定する肢体不自由児施設及び重度心身障害児施設又は同法２７条第２項に規定する国立高度専門医療センター及び独立行政法人国立病院機構の設置する医療機関であって厚生労働大臣の指定するものの入所者又は通園者（外来患者を含む。）であって、以下の患者（医師がリハビリテーションが必要と認めた患者に限る）に対して個々の症例に応じてリハビリテーションを行った場合算定する。なお、障害児（者）リハビリテーション料を算定する場合は、脳血管疾患等リハビリテーション料又は運動器リハビリテーション料は別に算定できない。
　　　ア　脳性麻痺
　　　イ　胎生期若しくは乳幼児期に生じた脳又は脊髄の奇形及び障害には、脳形成不全、小頭症、水頭症、奇形症候症、二分脊椎等が含まれる。
　　　ウ　顎・口腔の先天異常
　　　エ　先天性の体幹四肢の奇形又は変形には、先天性切断、先天性多発性関節拘縮症等が含まれる。
　　　オ　先天性神経代謝異常症、大脳皮質変性症
　　　カ　先天性又は進行性の神経疾患には、脊髄小脳変性症、シャルコーマリートゥース病、進行性筋ジストロフィー症等が含まれる。
　　　キ　神経障害による麻痺及び後遺症には、低酸素脳症、頭部外傷、溺水、脳炎・脳症・髄膜炎、脊髄損傷、脳脊髄腫瘍、腕神経叢損傷・坐骨神経損傷等回復に長期間を要する神経疾患等が含まれる。
　　　ク　言語障害、聴覚障害、認知障害を伴う自閉症等の発達障害には、広汎性発達障害、注意欠陥多動性障害、学習障害等が含まれる。 

（２）　障害児（者）リハビリテーションの実施に当たっては、医師は定期的な運動機能検査等をもとに、その効果判定を行い、リハビリテーション実施計画を作成する必要がある。 

障害児（者）リハビリテーション料（１単位） 
１　6歳未満の患者の場合　190点 
２　6歳以上18歳未満の患者の場合　140点 
３　18歳以上の患者の場合　100点 

障害児（者）リハビリテーション料施設基準 
１ 障害児（者）リハビリテーション料に関する施設基準 
（１） 専任の常勤医師が1名以上勤務していること。 

（２） (1)又は(2)のいずれかに該当していること。
　(1) 専従の常勤理学療法士又は作業療法士が2名以上勤務していること。 
　(2) 専従の常勤理学療法士又は作業療法士のいずれか1名以上と障害児（者）リハビリテーションの経験を有する専従の常勤看護師１名以上勤務していること。 ただし、回復期リハビリテーション病棟における常勤従事者との兼任はできないが、運動器リハビリテーション料（I）又は（II）、呼吸器リハビリテーション料（I）又は（II）及び脳血管疾患等リハビリテーション料における常勤理学療法士とは兼務可能である事。 

（３） 言語聴覚療法を行う場合は、常勤の言語聴覚士が１名以上勤務していること。 

（４） 障害児（者）リハビリテーションを行うのにふさわしい専用の施設（少なくとも、60平方メートル以上）を有すること。ただし、言語聴覚療法を行う場合は、遮蔽等に配慮した8平方メートル以上の専用の個別療法室を有すること。 

（５） 当該訓練を行うために必要な専用の器機・器具として以下のものを具備していること。 訓練用マットとその付属品、姿勢矯正用鏡、車椅子、各種杖、各種測定用器具（角度計、握力計等） 

（６） リハビリテーションに関する記録（医師の指示、実施時間、訓練内容、担当者等）は患者毎に同一ファイルとして保管され、常に医療従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

（７） 定期的に担当の多種職が参加するカンファレンスが開催されていること。 

２　届出に関する事項 
（１） 障害児(者)リハビリテーションの施設基準に係る届出は、別添２の様式39を用いること。 

（２）当該治療に従事する医師、理学療法士、作業療法士その他の従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）及び勤務時間を別添２の様式８を用いて提出すること。なお、その他の従事者が理学療法の経験を有するものである場合はその旨を備考欄に記載すること。 

（３）当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。 

回復期リハビリテーション病棟入院料 
（１）　回復期リハビリテーション病棟は、脳血管疾患又は大腿骨頚部骨折等の患者に対して、ＡＤＬ能力の向上による寝たきりの防止と家庭復帰を目的としたリハビリテーションプログラムを医師、看護師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、社会福祉士等が共同して作成し、これに基づくリハビリテーションを集中的に行うための病棟であり、回復期リハビリテーションを要する状態の患者が常時8割以上入院している病棟を言う。 

（２）　医療上特に必要がある場合に限り回復期リハビリテーション病棟から他の病棟への患者の移動は認められるが、医療上の必要性について診療報酬明細書の摘要欄に詳細に記載する。 

（３）　回復期リハビリテーション病棟入院料を算定する日に使用するものとされた投薬に係る薬剤料は、回復期リハビリテーション病棟入院料に含まれ、別に算定できない。 

（４）　回復期リハビリテーション病棟入院料に係る算定要件に該当しない患者が、当該病棟に入院した場合には当該病棟が一般病棟である場合は特別入院基本料を、当該病棟が療養病棟である場合は療養病棟入院基本料１の入院基本料１を算定する。

（５）　必要に応じて病棟等における早期歩行、ＡＤＬの自立等を目的とした理学療法又は作業療法が行われることとする。 

亜急性期入院医療管理料 
（１）　亜急性期入院医療管理料を算定する病室は急性期治療を経過した患者、在宅･介護施設等からの患者であって症状の急性増悪した患者等に対して、在宅復帰支援機能を有し、効率的かつ密度の高い医療を　提供する病室である。 

（２）　当該病室に入室してから７日以内（当該病室に直接入院した患者を含む。）に、医師、看護師、在宅復帰支援を担当するもの、その他必要に応じ関係職種が共同して新たに診療計画(退院に向けた指導・計画等を含む。)を作成し、「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取り扱いについて」の　別紙様式2の1を参考として、文書により病状、症状、治療計画、検査内容及び日程、手術内容及び日程、推定される入院期間について、患者に対し説明を行い、交付するとともに、その写しを診療録に添付するも　のとする(ただし、同一保険医療機関の他の病室から当該管理料を算定する病室へ移動した場合、すでに　交付されている入院診療計画書に記載した診療計画に変更がなければ、別紙様式5を参考に在宅復帰支援に係る文書のみを交付するとともに、その写しを診療録に添付することでも可とする。) 

（３）当該管理料を算定した患者が退室した場合、退院した先について診療録に記載すること。 

（４）　医療上特に必要がある場合に限り亜急性期入院医療管理料を算定する病室から他の病室への患者の移動は認められるが、その医療上の必要性について診療報酬明細書の摘要欄に詳細に記載する。 

（５）亜急性期入院医療管理料を算定する日に使用するものとされた投薬に係る薬剤料は、亜急性期入院医療管理料に含まれ、別に算定できない。 

（６）亜急性期入院医療管理料に係る算定要件に該当しない患者が、当該病室に入院した場合には、一般病棟入院基本料の特別入院基本料を算定する。 

退院時リハビリテーション指導料 
（１） 退院時リハビリテーション指導料は、入院していた患者の退院に際し、患者の病状、患家の家屋構造、　介護力当を考慮しながら、患者又はその家族等の退院後患者の看護に当たる者に対して、リハビリテーションの観点から退院後療養上必要と考えられる指導を行った場合に算定する 

（２） 退院時リハビリテーション指導料は、指導を行ったもの及び指導を受けたものが患者又はその家族等であるか如何を問わず、退院日に一回に限り算定する。

（３） 当該患者の入院中主として医学的管理を行った医師又はリハビリテーションを担当した医師が、患者の退院に妻子、指導を行った場合算定する。なお、医師の指示を受けて保険医療機関の理学療法士又は作業療法士が保健婦、看護師、社会福祉士、精神保健福祉士とともに指導を行った場合にも算定できる。 

（４） 指導の内容は、患者の運動機能及び日常生活能力の維持及び向上を目的として行う体位変換、起座又は離床訓練、起立訓練、食事訓練、排泄訓練、生活適応訓練、基本的対人関係訓練、家屋の適切な改造、患者の介助方法、患者の居住する地域において利用可能な在宅保険福祉サービスに関する情報提供等に関する指導とする。 

（５） 指導（又は指示）内容の要点を診療録等に記載する。 

（６） 死亡退院の場合は、算定できない。 

退院前訪問指導料 
（１） 退院前訪問指導料は、継続して１ヶ月を超えて入院すると見込まれる入院患者の退院に先立って患家を訪問し、患者の病状、患家の家屋構造、　介護力当を考慮しながら、患者又はその家族等退院後患者の看護に当たる者に対して、退院後の療養上必要と考えられる指導を行った場合に算定する。なお、入院期間は暦月で計算する。 

（２） 退院前指導料は指導の対象が患者又はその家族等であるか如何を問わず、１回の入院につき１回を限度として、指導の実施日にかかわらず、退院日に算定する。ただし、入院後早期（入院後１４日以内とする。）に退院に向けた訪問指導の必要性を認めて訪問指導を行い、かつ退院前に在宅医療に向けた最終調整を目的として再度訪問指導を行う場合に限り、実施日にかかわらず退院日に２回分算定する。 

（３） 退院前訪問指導料は、退院して家庭に復帰する患者が算定の対象であり、特別養護老人ホーム等医師又は看護師等が配置されている施設に入所予定者は算定の対象としない。 

（４） 退院前訪問指導料は、診療所老人医療管理料のみを算定後に家庭に復帰した患者については、算定できない。 

（５） 指導又は指示の内容の要点を診療録等に記載する。 

（６） 退院前訪問指導に当たっては、当該保険医療機関における看護業務に支障をきたすことのないよう留意する。 

（７） 保険医療機関は、退院前訪問指導の実施に当たっては、市町村の実施する訪問指導事業等関連事業との連携に十分配慮する。 

在宅訪問リハビリテーション指導管理料（Ｃ００６） 
（１）　在宅訪問リハビリテーション指導管理料は、居宅で療養を行なっており、疾病、傷病のために通院してリハビリテーションを受けることが困難な患者又はその家族等患者の看護に当たる者に対して、患者の病状、患家の家屋構造、介護力等を考慮しながら、医師の診療に基づき、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士を訪問させてリハビリテーションの観点から療養上必要な指導を２０分以上行なった場合（以下、本区分において「１単位」という。）に算定する。(1単位300点) 

（２）　在宅訪問リハビリテーション指導管理料の算定は週６単位を限度（末期の悪性腫瘍の患者の場合を除く。）とする。ただし、退院の日から起算して３ヶ月以内の患者に対し、入院先の医療機関の意思の指示に基づき継続してリハビリテーションを行なう場合は、週１２単位まだ算定できる。 

（３）　在宅訪問リハビリテーション指導管理料は、在宅患者訪問診療を実施する保険医療機関において医師の診療のあった日から1ヶ月以内に行なわれた場合に算定する。ただし、当該患者（患者の病状に特に変化がないものに限る。）に関し、在宅患者訪問診療料を算定すべき訪問診療を行っている保険医療機関が、患者の同意を得て、診療の日から２週間以内に、当該患者に対して継続して在宅患者リハビリテーション指導管理を行っている別の保険医療機関に対して、診療状況を示す文章を添えて、当該患者に係る療養上必要な情報を提供した場合には、当該診療情報の提供（区分「B００９」診療情報提供料（I）の場合に限る。）を行った保険医療機関において、当該診療情報提供料の基礎となる診療があった日から１ヶ月以内に行われた場合に算定する。 

（４）　指導の内容は、患者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う体位変換、起座又は離床訓練、起立訓練、食事訓練、排泄訓練、生活適応訓練、基本的対人関係訓練、言語機能又は聴覚機能等に関する指導とする。 

（５）　医師は、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対して行った指示内容の要点を診療記録に記載する。 

（６）　理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、医師の指示に基づき行った指導の内容の要点及び指導に要した時間を記録にとどめておく。 

（７）　他の保険医療機関において在宅訪問リハビリテーション指導管理料を算定している患者については、在宅訪問リハビリテーション指導管理料を算定できない。

（８）　介護老人保健施設において、通所リハビリテーションを受けている月については、在宅訪問リハビリテーション指導管理料を算定できない。 

（９）　「注２」に規定する交通費は実費とする。　　　　　　 

消炎鎮痛等処置（35点） 
(１) 　消炎鎮痛処置は、疾病、部位又は部位数にかかわらず１日につき所定点数により算定する。 

(２) 　「１」のマッサージ等の手技による療法とは、あんま、マッサージ及び指圧による療法をいう。また「２」の器具等による療法とは、電気療法、赤外線治療、温気浴、ホットパック、超音波療法、マイクロレーダー等による療法をいう。 

(３)　 消炎鎮痛を目的とする外用薬を用いた処置は「３」の湿布処置として算定する。 

(４) 　患者自ら又は家人等に行わせて差し支えないと認められる湿布については、あらかじめ予見される当該湿布薬の必要量を外用薬として投与するものとし、湿布処置は算定できない。 

(５) 　区分「ｃ１０９」在宅寝たきり患者処置指導管理料を算定している患者（これに係る薬剤料又は特定保険医療材料料のみを算定しているものを含み、入院中の患者を除く。）については、消炎鎮痛等処置の費用は算定できない 。 

装具採形 
練習用仮義足又は仮義手 　
（１） 義肢装具採型法（四肢切断の場合） 700点 　
（２） 義肢装具採型法（股関節、肩関節離断の場合） 1050点 
　　　義肢装具採寸法200点 　　　　　
　　　治療装具採型法700点 

平衡機能検査(D250) 
（１）　標準検査（標準検査：上肢偏倚検査(遮眼書字検査,指示検査,上肢偏倚反応検査,上肢緊張検査等),下肢偏倚検査(歩行検査,足踏み検査等),立ち直り検査(ゴニオメーター検査,単脚起立検査,両脚起立検査等),自発眼振検査(正面･右･左･上･下の注視眼振検査,異常眼球運動検査,眼球運動制限の有無及び眼位検査を含む、種目数にかかわらず一連につき)20点。 

（２）　頭位及び頭位変換眼振検査(フレンツェル眼鏡下で一連につき)100点 

（３）　刺激または負荷を加える特殊検査（温度眼振検査,視運動眼振検査,回転眼振検査,視標追跡検査,迷路瘻孔症状検査：一種目につき）120点 

（４）　電気眼振図（誘導数にかかわらず一連につき）260点 

（５）　重心動揺計：（１）の標準検査を行った上で必要な場合にのみ、重心動揺計を用い重心動揺軌跡を記録し、面積(外周･矩形･実効値面積),軌跡長(総軌跡長,単位軌跡長,単位面積軌跡長),同様中心変位,ロンベルグ率を全て計測した場合に250点。下肢加重検査,フォースプレート分析,動作分析検査を含む。また、パワースペクトル(パワースペクトル,位置ベクトル,速度ベクトル,振幅確率密度分布のすべて)分析200点。 
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